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研究成果の概要（和文）：本研究は、第三段階教育における複眼的・往還的なモデル探究を目的とし、教育の目
的、教育の方法、教育の統制の三次元で質保証のあり方を検討した。
成果として、（1）広領域のビジネスと領域特化の医療・福祉とで、内外ステークホルダーの対話による、また
対話を促進する「日本版NQF（学位・資格枠組み）」のモデル策定が可能となった。（2）学修成果の到達とコン
ピテンシーの調査から、職業統合的学習(WIL)の有効性、機関目標設定と学修者の認識との間のギャップが確認
された。（3）大学・非大学型教員の経歴と職務等を調査し、短期大学などで組織目標と個人のキャリア展望と
の葛藤、アイデンティティ拡散が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The study aimed to explore a double-track and interactive model for tertiary
 education, and explored quality assurance in the three dimensions of educational objectives, 
educational methods and educational control.
As a result, (1) it was possible to formulate a model for a Japanese version of the NQF (Natinal 
Qualifications Framework) that facilitates dialogue between internal and external stakeholders in 
the broad field of business and the field-specific field of healthcare and welfare. (2) A survey of 
attainment of learning outcomes and competencies confirmed the validity of the Work Integrated 
Learning (WIL) and the gap between institutional goal setting and learner perceptions. (3) A 
teaching staff survey of the backgrounds and jobs in both sectors of university and non-university 
revealed conflicts between institutional goals and individual career prospects and identity 
diffusion at junior colleges and other institutions.

研究分野： 教育社会学、高等教育学、職業教育学

キーワード： 学修成果　学位・資格枠組み　第三段階教育　質保証　職業統合的学習　コンピテンシー　ステークホ
ルダー　卒業生調査

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本における学修成果モデルとNQF導入の困難についての体系的な説明という学術的な意義とともに、広領域の
ビジネスと職域特化の医療・福祉とを比較しながら、「日本版NQF」のモデルを提示したことは、学術アプロー
チに偏していた教育政策の転換に資するという意味で社会的意義を有する。また、教員の経歴とアイデンティテ
ィにおいても、これまで未開拓だった非大学型教員の経歴を類型化し、修業する機関との関係でのアイデンティ
ティをめぐる課題を明らかにしたことは、実務家教員や基幹教員などのモデルを検討するための学術的意義とと
もに、今後の非大学教員のキャリアモデル提示にむけた社会的な意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

本研究の学術的背景には、第三段階教育における学術と職業との交流の欠如、ならびに質保証
の困難がある。「ユニバーサル」段階に達した第三段階教育では、職業への移行にかかる職業的
レリバンスの要請が強まっている。しかし、日本では大学・短大・専門学校等の機能的分化にか
かる政策的調整が不在なため、それぞれ固有の学習モードが確立されていない。第三段階教育の
制度的な質保証に関しても、自己点検・評価から認証評価まで深化してきたが、学位授与方針な
ど 3 ポリシーの一体的運用や学修成果検証については多くの課題が残されている（ゴンザレス
&ワーヘナール 2012）。欧州では、学術プロファイルと職業プロファイルとを如何に教育プログ
ラムに統合的に組み込み、エンプロヤビリティを確かなものにするかが課題となっており、日本
でもこうした質保証へのアプローチが不可欠となっている。しかし、第三段階教育レベルで参照
可能な職業能力指標・プロファイルは、日本的なメンバーシップ型労働市場の中で見つけること
は容易ではない。新たなジョブ型労働市場形成（濱口 2009）に向けて、個別企業レベルではコ
ンピテンシー評価体系構築も試みられているが、政策レベルでは「職業能力評価基準」や「キャ
リア段位制度」など一部の厚生労働政策上のアプローチに留まっている。それらは職業の現場で
も普及しておらず、教育と初期キャリアとの接点・移行にかかる調整もないため、教育訓練・能
力開発において適切に活用されるまでには至っていない。 

 

２．研究の目的 

本研究は、そうした研究背景のもとで、教育の目的・目標やそのガバナンスにおける複線的・
往還的なモデル探究をすすめる。特に、教育の現場における方法論においては、インターンシッ
プや資格取得実習など、教育と職業の現場とを往還する教育方法論を「職業統合的学習（Work 

Integrated Learning：WIL と略称）」として把握することとした。すなわち、「職業統合的学習
(WIL)」を核として、学術と職業の両要素を内包する第三段階教育の質保証のあり方を、吉本編
（2016）の教育の質保証に係る枠組みに応じて＜教育の目的＞、＜教育の方法＞、＜教育の統制
＞の三次元で検討し、その複眼的な特質を解明する。このように、大学の学術教育型と専門学校
等の職業教育型などを越えた統合的な研究アプローチにより、従来の高等教育研究とは異なり、
教育界と職業・産業界との架橋となる共通言語での研究枠組みを提示することを目指した。 

 

３．研究の方法 

（1）＜教育の目的＞においては、日本のメンバーシップ型労働市場の特徴をもつビジネス分野
と、その対極にある国家資格養成にかかわる医療・福祉系分野を取り上げ、第三段階教育で設定
する学修成果と、職業で求められるコンピテンシーとを対応させチューニングし、また統一的な
段階・レベル設定を検討した。そして、レベルに応じた学修成果と職業コンピテンシーとを相互
参照し、レベル記述語を編成し、それを卒業生・社会人調査、教育機関調査等で検証した。 
（2）＜教育の方法＞として、学修成果・職業コンピテンシー形成における「職業統合的学習（WIL）」
の意義を検討し、内外ステークホルダーの参画のあり方を探究した。また、「職業統合的学習（WIL）」
などの教育プログラムを担う教育スタッフ、教員組織に注目し、職業実務経験や学術的な経験が
教育上の諸能力形成に影響するのか、第三段階教育教員の調査・分析を進めた。 
（3）＜教育の統制＞をめぐる検討については、学修成果に基づく質保証の仕組みにかかる国内
外の政策動向を検討し、特に国際的には学位・資格枠組み（National Qualifications Framework：以
下 NQF と略）の展開の動向に注目して検討を進めた。 
 
４．研究成果：往還的コンピテンシー形成の各次元 
（1）職業教育のガバナンスと成果にもとづく質の保証・向上 

高等教育のガバナンスについて Clark（1983）の調整の三角形では、「市場」は高等教育から
の出口としての労働市場を想定するが、メンバーシップ型労働市場の特色が強い日本では、労働
市場の高等教育への統制力は必ずしも強く発揮されず、むしろ高校との接続にかかる「教育市場」
が固有の強い統制力を有する。「入口」に配慮した学修成果が模索するとき、「出口市場」は広範
囲で弱い統制力としてしばしば抽象化され、内部ステークホルダーによる学術アプローチが教
育を統制する。すなわち、学術アプローチと職業アプローチとで教育プログラムの質保証におけ
る学修成果の策定ダイナミズムは異なる。日本の高等教育における学修成果への政策アプロー
チは学術アプローチに偏しており、今日、職業教育のガバナンスモデルの組み込みが不可欠とな
っている。また、橋本編（2009）の専門職養成の検討でも「現場」と一括される職業教育のステ
ークホルダーとして、労使で立場は異なる。卒業生を雇用・活用する「現場の経営」であるのか、
成員として参加する職能団体や労働組合などなのか、意識的に区別しながら論じることが重要
な観点となる。専門職の自律性の鍵としての養成の過程への関与・統制の程度は、専門職ごとに
異なっており、それ自身専門職の定義に関わるといっても過言ではない。こうした外部ステーク
ホルダーはそれぞれに専門性を高め職業教育に参画するため、教育の策定においてはその理解
と位置づけが重要となる。この点で、UNESCO が 2015年に改訂した『職業教育勧告』（UNESCO2016）
の第Ⅲ部「政策とガバナンス」では、教育の企画―運営－点検・評価－改善の PDCA サイクルの



各場面に関わるステークホルダーの特定と対話が課題とされ、多様なステークホルダーの社会
的対話を通したガバナンスが提言されている。 
 
（2）NQF と学修成果マトリクス 

UNESCO(2016)の第Ⅱ部「質とレリバン
ス」では、「国家学位資格枠組（NQF）ない
し相当のシステム導入」が勧告されてい
る。世界 150 カ国以上が開発導入を進め
る NQF も、東アジア諸国において導入の
困難が生じている。Yoshimoto(2017)は、
東アジア諸国における家産官僚制的な教
育制度、労働市場のあり方が NQF 導入を
困難にしていると指摘する。ただし、差異
化を図り序列競争を展開する教育制度と
メンバーシップ型で企業特殊的能力に視
野を閉じる労働市場が支配的な傾向であ
るとしも、詳細にみれば、医療・福祉系の
国家資格養成制度など職業横断的なアプ
ローチをもつ領域が一定範囲ある。そこ
で、こうした異なるアプローチの領域をとりあげ、「日本版 NQF」の構築の必要性・可能性を探
究し、その想定要件を解明した。 
 レベルについては、EQF などを参照しつつ、表 1 のように中学校卒業以後で 8 レベルが設定可
能であった。また、学修成果ならびに職業コンピテンシーを記述するための分類・タキソノミー
には、学校教育法などと整合させ「知識」「技能」「態度」「知識・技能・態度の現場の文脈での
応用（以下「応用」と略）」を用いた（吉本 2020a、2020b）。課題は、このテンプレートをもとに
学位・資格レベルに即した学修成果と職業の役割に基づくコンピテンシーとを整序していくこ
とである。本研究では韓国の開発手順（労働サイドで NCS による職業スキルにレベル設定をし、
次に教育サイドで学習プロファイルを設定）に準じて、職業コンピテンシーのラダーが発達する
医療・福祉系分野でのレベル設定から始め、それを参照にしビジネス分野への応用、教育サイド
の分野別参照基準等を組み込むという手順をとった（吉本・亀野・江藤 2020、江藤・吉本 2023
など）。その結果、表 2 のように、広領域のビジネス分野と領域特化の看護とを、第 2 ティアま
で検討し同じタキソノミーによるルーブリック型のディスクリプター設定が可能となった。 
 
（3）学修成果への到達 

ビジネスならびに医療・福祉系
分野において、それぞれの学修成
果のレベル設定がなされたディス
クリプターを配した学修成果マト
リクスをもとに、社会人の教育機
関修了時の学修成果の到達度と現
在職業コンピテンシー獲得状況等
を調査把握した。その結果、図 1 の
ように、学術型アプローチにおい
ては、知識・技能が態度・応用より
も高い目標設定がなされ、学修者
の修到達度レベルとのギャップが
見られた。これに対し、職業型アプ
ローチでは現場で態度や応用がよ
り重視されており、就業者もその
次元ではほぼ必要なレベルを修得
している。また、ビジネス分野
においては特に機関目標レベ
ルについての学校種での違い
があり、大学における高い機関
目標と低い学修成果の修得と
いう傾向が顕著であった。他方
で、医療・福祉系分野では、養
成資格にむかう職業教育が展
開することで学校種の差異が
小さく、目標と修得との対応関
係がみられた（吉本・江藤 2022，
吉本・江藤・志田 2022）。 

 

知識 技能 態度

現場の文脈にお

ける知識・技

能・態度の

応用

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

△△△△ △△△△

○○○○ ○○○○

表1　日本版NQFにおける学修成果／職業コンピテンシーとレベルとによる

ディスクリプタのマトリクス

【教育】

学位・資格のレベル

□□□□

学修成果－職業コンピテンシー
【職業】

各レベルの目標

となる職業的役

割

□□□□

□□□□

□□□□

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

6　学士、高度専門士等

4　専門学校1年課程または高校専攻科

1年

3　高校卒、専修学校高等課程3年修

了、または高専3年までの単位修得

2　専修学校高等課程2年修了

○○○○ ○○○○

○○○○

□□□□

8　博士および同等以上
○○○○ ○○○○ □□□□

5　短期大学士、準学士、専門士等

7　修士、専門職学位等
○○○○ ○○○○

□□□□

○○○○ ○○○○ □□□□

1　中学校卒業

学校での職業統合的学習（WIL)や職場訓練等

経験による職業役割への不足分の充足

表２ 学修成果マトリクスのタキソノミー（第2ティアでの共通性）：ビジネスと看護の対応表

広領域のビジネス 領域特化の看護

知識（K） K1 専門知識の幅と深さ 対象の理解－人とモノの理解 対象の理解－人体の構造と機能

　　　　　ーカネ・情報の理解 　　　　　－ケアの対象者

職務の知識 職務の知識

ビジネスの制度 ケアの理念・制度

ビジネスの理論

安全とリスクに関する知識 安全・衛生・健康に関する知識

K2 関連分野と広範囲の知識

技能（S） S1 専門的な技能 職務の技能（人） 職務の技能

職務の技能（モノ）

職務の技能（カネ）

職務の技能（情報）

職務の技能（文書ファイリング）

S2 組織的な業務遂行の技能

S3 コミュニケーションの技能 職場の関係者と協働する技能 職場（現場）の関係者と協働する技能

顧客・関係者とのコミュニケーション 対象者・関係者とのコミュニケーション

S4 一般的な技能 事務遂行

職業基礎

態度(A) A1 職業の倫理 職業の倫理

責任感 責任感

A2 公共への志向性・価値観

A3 生涯学び続ける態度

AKSA1 自律的な仕事ができる 職務遂行の範囲

状況対応

AKSA2 熟達した仕事ができる

AKSA3 組織を円滑に動かすことができる

AKSA4 仕事に関わる人の教育・指導ができる

注）タキソノミーは、看護は吉本・伊藤・江藤・志田（2021）の保育・介護と共通に設定、ビジネスは吉本・亀野・江藤（2020）を基に設定

第２ティアのタキソノミー

知識・技
能・態度
を現場の
文脈で応
用(AKSA)

職業の倫理と責任感

知識 技能 態度 応用 知識 技能 態度 応用 知識 技能 態度 応用 知識 技能 態度 応用

レベル7

レベル6

レベル5

レベル4

図1　学修成果と職業コンピテンシーの獲得イメージの仮説図

1人前レベル

（評価基準3）の職業能力

学士の

学修成果目標

短期大学士の

学修成果目標

教育における能力形成 職業現場における能力形成

エントリーレベルの

職業能力



（4）職業的なアプローチの要としての職業統合的学習の構造 
学修成果と職業コンピテンシーの形成における往還的な教育方法としてインターンシップな

らびに職業統合的学習（WIL）がある。1997 年の三省合意にもとづく制度的導入から 20 年あま
り、インターンシップにかかる多様な「共通感覚」の形成・ゆらぎの過程がみられる（吉本 2021）。
日本インターンシップ学会の研究動向をみると「学習者の学びと成長」「教育のプログラムと制
度」「企業等の採用・人材育成」の三者にかかる研究領域設定が確認された。さらにこれまでイ
ンターンシップと WIL をめぐって、どのような「問い」と「方法」が組み合わされて研究活動が
展開されてきたのか、科研費データベースからその傾向のテキスト分析を行ったところ、今後に
期待される領域などが明らかになり、特にインターンシップ・WIL に関わる当事者の経験と能力
に関する自己省察や能力開発を扱う研究が大きな未開拓領域であることも明らかになった。  

次に能力の獲得の時期と場（TPO）に着目し、看護、介護、保育の医療・福祉系分野の社会人
調査において第 1 ティアの 4 次元の学修成果／職業コンピテンシーの修得状況を分析した結果、
資格養成系の医療・福祉系分野（吉本・伊藤・江藤・志田 2021）においては、ビジネス分野の結
果（吉本・亀野・江藤 2020）とは異なり、資格に関わる実習等で「技能」「態度」が育成されて
いた。保育や介護では、「知識」「技能」の修得にも現場実習が有効であることが明らかになった。
特に、保育では大学・短大よりも専門学校で実習の効果が相対的に高いことが確認された。 

第三段階教育レベルの資格系分野養成の特徴として、養成課程では講義系で「知識」を演習や
実習等で「技能」を中心に一定のコンピテンシーを獲得させており、資格実習等もその一環とし
て機能していることが明らかになった。「態度」については入学前の経験による修得が自覚され
ていた。ビジネス分野等の非資格系で確認されてきた学校外でのアルバイト等の経験による効
果は、資格系養成課程での医療・福祉系分野では確認できなかった。就業後の職業訓練等により
看護は「技能」「応用」が、介護・保育では「応用」のコンピテンシー形成の比重が高かった。 

実習の積上げモデルとして医療・福祉系分野ではアーリーエクスポージャーでは 3 割程度、資
格に関わる実習では 6 割程度の獲得がみられ、多段階性としては、そのコンピテンシー形成への
寄与は小さいが一定の効果もみられた。非資格系のビジネス分野では「知識」を強調した「学術
型」の高いゴール設定がなされていたが、資格系においては職業や現場での経験で「技能」「態
度」「応用」を獲得していく方法と、国家試験の目的化による「受験型」として「知識」を重視
した方法の 2 つタイプが確認された。 
 
（5）教員の経験・能力・アイデンティティ 

非大学型高等教育機関では、多くの国で
職業教育が行われている。日本でも、短期
大学、専門学校が国際標準教育分類（2011）
のレベル 5 で職業教育を提供している。し
かし、これらの教育機関の歴史的起源は異
なっており、その目的、教育プログラムや
教員に対する法的要件は曖昧である。
Teichler (2008)は，大学を参照する学術志
向の強い「第一世代」と，職業教育訓練の
高度化としての職業志向の強い「第二世代」
とを識別する。日本の短期大学は「第一世
代」の特徴を，専門学校は「第二世代」の
特徴をより強く持っている．大学と近似す
る第一世代の短期大学は、2000 年前後に多
くが 2 年制プログラムを閉じ、大学 4 年制
プログラムへの転換（昇格）を遂げる。そ
うした変容の時代を経験した後の短期大学
はより短期の職業教育に注力することにな
るが、そうした職業教育を担う機関におい
て、教員の経験とアイデンティティのあり方が注目される。Inenaga & Yoshimoto(2020)では、大
学以外の高等教育機関における教職員のキャリア経験、コンピテンシー、アイデンティティを調
査し、日本における全国規模の実証的調査データの分析を通じて、様々なタイプの学歴や職歴が
教職員のキャリアとどのように関連しているかを把握した。教職員の学術と職業の経験の組合
せとしては、「デュアル」、「アカデミック」、「職業」、「その他」の 4 つのタイプが特定され、Table3
では、それらの教員タイプと教育機関のあり方、自らのキャリアの志向を分析した。その結果、
短期大学教員の多くは「学術」型に分類されており、短期大学については職業教育を重視してい
くべきと考えながらも、自分の将来的なキャリア展望としては学術研究を探究し、4 年制大学へ
の転職も視野に入れている。短期大学のとくに「学術」型教員においては、自らの学問的経験が
短期大学の学生から求められる専門的な要求に合致しないとして、組織的な教育要求と研究を
志向するアイデンティティで矛盾した要求を意識していることが指摘されている。他方、専門学
校教員では「学術」型教員の規模も小さく、またそうした教員も、教育機関内でのキャリア形成
を志向しており、比較的アイデンティティの拡散にかかる意識はみられなかった。短期大学も専
門学校も、教員の専門的／職業的志向を強化するという点で、同じような要求をもつ。しかし、

Table 3 Determinants of identity and satisfaction during work

Dependent Variables

Independent variables
estimated

mean

estimated

mean

estimated

mean

estimated

mean

'dual' 2.98 ( .07 ) 2.83 ( .07 ) 3.32 ( .09 ) 2.99 ( .11 )

'academic' 3.06 ( .06 ) 2.62 ( .05 ) 3.24 ( .07 ) 3.17 ( .08 )

'vocational' 2.73 ( .08 ) 3.14 ( .07 ) 3.51 ( .10 ) 2.05 ( .12 )

'other' 2.96 ( .07 ) 2.89 ( .06 ) 3.30 ( .08 ) 2.17 ( .10 )

'dual' 2.93 ( .13 ) 3.28 ( .12 ) 3.00 ( .16 ) 2.76 ( .19 )

'academic' 2.79 ( .09 ) 2.91 ( .08 ) 2.98 ( .11 ) 2.90 ( .13 )

'vocational' 2.70 ( .05 ) 3.18 ( .05 ) 3.35 ( .06 ) 2.17 ( .08 )

'other' 2.77 ( .04 ) 3.12 ( .04 ) 3.32 ( .05 ) 2.03 ( .06 )

F F F F

Institution 5.66 * .00 23.95 ** .01 6.80 ** .00 2.37 .00

Career type 4.35 ** .01 12.87 ** .02 5.61 ** .01 43.61 ** .07

Traing field 6.18 ** .02 5.26 ** .02 2.64 * .01 2.26 * .01

CP1C 19.16 ** .01 5.64 .00 2.03 .00 11.89 ** .01

CP2C 1.09 .00 17.34 ** .01 0.00 .00 0.06 * .00

Interaction Institution x

Career Type
1.43 .00 2.74 * .00 1.69 .00 1.56 .00

8.05 ** .07 15.79 ** .13 2.43 ** .02 21.45 ** .16

significance *: p<0.05, **:p<0.01

0.16

Main Effects

Modified Model

adjusted R square 0.06 0.12 0.01

Junior

College

Profssional

Training

College

Eta

square
(partial

and

adjusted)

Eta

square
(partial

and

adjusted)

Eta

square
(partial

and

adjusted)

Eta

square
(partial

and

adjusted)

I1 (emphasis on

research)
I2 (emphasis on

practical expertise)

I3 (job satisfaction)I4 (desires to move

out to other HEI)

(S.E.) (S.E.) (S.E.) (S.E.)



それぞれの教育機関の歴史的な成り立ちと慣性力のため、教員のアイデンティティと組織の目
標が必ずしも同じ方向性をもちえていないことが明らかになった。 
 さらに、稲永・吉本（2023）においては、政策動向や先行研究で欠落しがちな実務家教員など
を含む多様な高等教育教員の実態把握を課題とし，短期大学・専門学校の教員調査データを再分
析し、教員の能力認識として，「教育指導」「研究」「職業実務」の 3 因子に分解し、その教育に
関する能力認識 3 因子構造を非説明要因群とした構造方程式モデリングによる要因分析を進め
た。採用時までの学術経験、職業経験、採用後の在職年数，積極的研究発表，専門的業績の効果
を確認し、研修として研究会や FD への受動的な参加よりも，能動的な発表や業績とりまとめが
鍵となる可能性も指摘する。なお、本科研においては、地域・職業教育機能に注力する大学の教
員調査（吉本ほか 2021）および第三段階教育機関（大学・短大・高等専門学校・専門学校）の教
員比較の調査を実施し、さらに経験と職務、職能とアイデンティティの探究を進めた。 
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オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
江藤 智佐子、手嶋 慎介、椿 明美 24

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
英米豪における大学教職員像の変容と日本への示唆

大学教育学会誌 129-133

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
杉本和弘・大森不二雄・森利枝・丸山和昭・夏目達也 第43巻第2号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
大学教員の『エキスパート・ジャッジメントの涵養』と大学組織の『学習システム・パラダイムへの転
換』-研究課題と概念整理

大学教育学会誌 63-67

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
深堀聰子 第42巻, 1号

 １．著者名



2020年

2021年

2021年

2021年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
大学教育質保証の課題・展望と大学職員

大学マネジメント 2-6

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
米澤彰純 第17巻第9号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
米国のCompetency-Based Educationの事例分析 : 社会人の学び直しにおける共通性と多様性

大学研究 3 -17

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
塚原修一 第47巻

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
インターンシップを通じた「学びと成長」の実証分析の枠組み

インターンシップ研究年報 41-49

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
古田克利 24

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
大学教員からみた授業改善と学習時間 : 全国大学教員調査の2時点比較 (特集テーマ 教員の教育力評価の
方向性)

大学評価研究：大学基準協会大学評価・研究部 編 19-27

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
小方直幸 第19巻

 １．著者名



2020年

2021年

2021年

2020年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
米国ワシントン州コミュニティカレッジにおける学業定着方略に関する調査研究

大学アドミニストレーション研究 69-83

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
志田秀史 第10巻

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
自己決定学習からみた企業の能力開発

教育・学生支援センター紀要 15-26

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
藤墳智一 第5巻第1号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
医療者教育における職業教育の視点 卒業後に職業を通じて社会で生きていくための教育

薬学教育 9-15

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
福島統 第4巻

 １．著者名

10.32116/jaher.23.0_141

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
高等教育質保証の国際的連携

高等教育研究 141～162

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
米澤 彰純 23

 １．著者名



2020年

2020年

2020年

2020年

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
第三段階教育における学修成果と職業コンピテンシーの対応に関する研究－大学と専門学校のビジネス分
野を対象として－

九州大学大学院教育学研究紀要 11-42

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
吉本圭一・亀野淳・江藤智佐子 第22号（通巻第65集）

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
専修学校の制度

専修学校教職員ハンドブック（吉本圭一監修、東京都専修学校各種学校協会） 11-14

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
吉本圭一 -

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
専修学校教育総論

吉本圭一監修『専修学校教職員ハンドブック』東京都専修学校各種学校協会 7-10

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
吉本圭一 -

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
日韓国際セミナー「コンピテンシーの分野別参照基準から学位・資格枠組みへ」の論点

吉本圭一編『分野別学修成果可視化と国際的分野間横断体系化による職業実践専門課程の質保証・向上
（2）』九州大学第三段階教育研究センター

71-76

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
吉本圭一 vol.22

 １．著者名



2020年

2020年

2020年

2020年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Technical Staff in Non-University Higher Education in Japan -Career Experience, Competencies
and Identities

Universities as Political Institutions  (Leasa Weimer and Terhi Nokkala eds., Brill) 214-234

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Yuki Inenaga, Keiichi Yoshimoto -

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
専修学校の教職員

専修学校教職員ハンドブック（吉本圭一監修、東京都専修学校各種学校協会） 15-18

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
稲永由紀 -

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
韓国NCSにおける職業能力と学習モジュール－ビジネス分野の基礎レベル能力に着目して－

久留米大学文学部紀要情報社会学科編 -

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
江藤智佐子 第15号

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
学修成果アセスメント・ツール活用支援を通したエキスパート・ジャッジメントの涵養と大学組織の変容
－先駆的事例の分析-

大学教育学会誌 62-66

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
深堀聰子・松下佳代・中島英博・佐藤万知・田中一孝・畑野快・斎藤有吾 第41巻2号

 １．著者名



2019年

2019年

2019年

2021年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
企業側からの視点によるインターンシップ研究の発展可能性に関する一考察

インターンシップ研究年報 61-69

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
亀野淳 24

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
戦後日本の短期高等教育における職業教育確立への挑戦－『専科大学』構想をめぐる展開と帰結－

短期高等教育研究（短期大学コンソーシアム九州） 5-17

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
伊藤友子 vol.9

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
自己決定学習を促すカリキュラムの特性 : 『工学教育』の内容分析からの考察

工学教育 63-68

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
藤墳智一 67(5)

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
東京規約と電子資格認証がもたらすインパクト

IDE 現代の高等教育 38-46

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
芦沢真五 No.613

 １．著者名



〔学会発表〕　計32件（うち招待講演　5件／うち国際学会　9件）

2019年

2019年

2019年

2019年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本高等教育学会第22回大会（招待講演）

九州大学・韓国公州大学校「第8回　教育研究国際フォーラム」（招待講演）（国際学会）

2019EQGC日韓国際セミナー（国際学会）

EQGC国際カンファレンス「学修成果と職業教育の質保証－NQFの世界展開と日本の未来―」（国際学会）

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

吉本圭一

吉本圭一

吉本圭一

吉本圭一

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

地域連携・交流に関わる大学と教員－職業統合的学習に注目して－

第三段階教育と社会との往還的接続～東アジアの学歴社会の行方～

コンピテンシーの分野別参照基準から学位・資格枠組みへ―課題の提起－

国家学位資格枠組と学修成果へのアプローチ－課題の提起－



2019年

2019年

2019年

2019年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

『教育学教育の在り方と教職課程カリキュラムの再検討‐教育学分野の参照基準の作成に向けて』教育関連学会連絡協議会公開シンポジウ
ム（招待講演）

EQGC国際カンファレンス「学修成果と職業教育の質保証－NQFの世界展開と日本の未来―」（国際学会）

日本高等教育学会第22回大会

日本インターンシップ学会第20回大会

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

深堀聰子

 ３．学会等名

吉本圭一・亀野淳・江藤智佐子

〇吉本圭一・亀野淳・江藤智佐子

深堀聰子

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

第三段階教育におけるビジネス分野の学修成果とコンピテンシー

非資格系分野におけるインターンシップと学修成果

教育学分野の参照基準の活用法- 英国におけるSubject Benchmark StatementとProgramme Specificationの事例から

学修成果の分野別チューニングへの日本的アプローチ

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名



2019年

2019年

2019年

2019年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

大学教育学会2019年度課題研究集会

World Education Research Association 2019 Focal Meeting in Tokyo（国際学会）

日本労務学会第49回大会

日本キャリアデザイン学会第16回研究大会

深堀聰子・松下佳代・中島英博・佐藤万知・田中一孝・畑野快・斎藤有吾・長沼祥太郎

Fukahori, S. & Saito, Y.

亀野淳

亀野淳

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ３．学会等名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

インターンシップやアルバイトを介した採用・就職の可能性に関する実証分析－大学生に対するアンケート調査結果より－

インターンシップやアルバイトを活用した就職と能力形成や就職満足度との関連に関する実証的研究－大学の選抜性（入学難易度）に着目
して－

学修成果アセスメント・ツール活用支援を通したエキスパート・ジャッジメントの涵養と大学組織の変容-組織変容の要件に注目して-

“Generating Concrete-Level Shared Understandings of Abstract-Level Competences through the Collaborative Development of a
Test Item Bank: Based on the Experience of Mechanical Engineers in Japan and Indonesia.”

 ４．発表年



2019年

2019年

2019年

2019年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本ビジネス実務学会第38回大会

日本キャリアデザイン学会第16回研究大会
 ３．学会等名

亀野淳
 １．発表者名

 １．発表者名

 ３．学会等名
人材育成学会第17回年次大会

 ２．発表標題

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

江藤智佐子

江藤智佐子・椿明美・和田佳子

 ３．学会等名

インターンシップやアルバイトを活用した採用実態と企業の考え方－企業へのアンケート調査をもとに－

資格系実習の評価方法と学修成果に関する研究

ビジネス分野における職業能力と学習モジュール－韓国National Competency Standards(NCS)を事例として－

組織で働くプロフェッショナルの仕事の意味と仕事の意味深さの関係

 １．発表者名
古田克利

 ３．学会等名

日本インターンシップ学会第20回大会



2019年

2019年

2019年

2019年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本産業教育学会第60回大会

EQGC国際カンファレンス「学修成果と職業教育の質保証－NQFの世界展開と日本の未来―」（国際学会）

EQGC国際カンファレンス「学修成果と職業教育の質保証－NQFの世界展開と日本の未来―」（国際学会）

中国四国教育学会

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

〇稲永由紀、吉本圭一

塚原修一
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